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講師自己紹介

本講演の講師

辻村 啓

 所属：有限責任監査法人トーマツ
 職位：マネージングディレクター
 資格：公認会計士

公認情報システム監査人（CISA）
システム監査技術者

 電話：+8180-3465-3633
 メール：akira.tsujimura@tohmatsu.co.jp
 主な経歴

地方銀行勤務を経て、2004年に監査法人トーマツに入社。金融機関を中心に、様々な業種の財務諸表監査・内部
統制監査の一環としてのシステムレビューや、受託業務に係る内部統制の保証報告書関連業務（SOC関連業務）、
ISMAP監査、システムリスク監査、内部監査支援、内部統制構築支援等のITガバナンス関連サービスに多数従事。

 主な外部協力活動
 経済産業省「クラウドサービスの安全性評価に関する検討会」監査WG委員（2019年～2020年）
 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）「クラウドサービスのセキュリティ対策に係る監査に関するWG」委員

（2020年～2021年）
 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）「ISMAP監査検討委員会」委員（2021年～）
 特定非営利活動法人日本セキュリティ監査協会（JASA）理事（2021年～）
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ISMAP監査業務に関する各種ルールの概要
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ISMAP規程体系

本日はISMAP監査業務に係る各種ルールの内容を中心にご説明します

出所：「ISMAPポータルサイト：制度規程等」より

4

：本日の講演におけるご説明の中心部分
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監査機関及び
監査機関に対する要求事項について
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ISMAP運営委員会が監査機関登録基準に照らして審査を行った結果、適切と判断され、 ISMAP監査機関リストへ登録
された法人で、2021年10月31日現在、下記の４法人が登録されています。

監査機関リスト

2021年10月31日現在、監査機関として４法人が登録されています

出所：「ISMAPポータルサイト：ISMAP監査機関リスト」より

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点6

監査機関
とは

 監査機関登録に関連する直近の動き

 2021年10月8日期限で新規の監査機関登録の申請を受け付けており、10月11日から申請書類の確認が開始されています。
 なお、ISMAP運営委員会の決定事項に基づき、 当面の間、監査実務の安定性等の観点から、監査法人からの登録の申請のみが

受け付けられています。

出所：「ISMAPポータルサイト」より
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ISMAP監査機関登録規則は、ISMAP監査を実施する業務チームメンバーの各責任者・担当者に各種の厳格な要件を課し
ており、ISMAP監査業務の品質を担保しています

業務チームへの要求事項

業務チームへの要求事項の遵守により、業務品質が担保されています

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点7

ISMAP監査機関
登録規則の要求事項
（対業務チーム）

管理基準 概要 資格要件 実務経験等 国籍

業務執行責任者

監査機関に所属する者のうち、本
制度における監査業務の責任者、
すなわち当該業務とその実施及
び発行する実施結果報告書に対
する責任を負う者

以下に掲げる資格のうち、いずれかを保
有すること。
• 公認情報セキュリティ監査人又は公

認情報セキュリティ主任監査人
• 公認システム監査人
• 公認情報システム監査人
• システム監査技術者

• 通算10年以上の外部セキュリティ監査
実務経験

• ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン
において定める研修の受講

• クラウドコンピューティングに関する知見を
有すること

日本国籍

業務実施責任者 業務チームに所属する者のうち、
個々の監査業務の実施責任者

同上

• ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン
において定める研修の受講

• クラウドコンピューティングに関する知見を
有すること

日本国籍

 業務チームの要件

 業務チームは、本制度に関する規程等を準拠して本制度における監査業務を実施しなければならない
 業務チームは、業務執行責任者、業務実施責任者を含む最低 3 名以上で構成すること
 業務チームのメンバーは、原則、 日本国籍を有し、監査機関に所属する者で構成すること
 業務チームの全てのメンバーは、 ISMAP 情報セキュリティ監査ガイドラインにおいて定める研修を受講していること

出所：「ISMAP監査機関登録規則」より

出所：「ISMAP監査機関登録規則」より
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ISMAPクラウドサービスリストに登録されたクラウドサービスと同様、監査機関に対しても、登録の有効期限や、要求事項を登
録期間中に満たしていることのモニタリングが規定されています

監査機関登録の有効期限とモニタリング

監査機関に対しても、登録期限やモニタリング条項が規定されています

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点8

登録更新と
モニタリング

 ISMAP監査機関リストの登録の有効期間は２年間となっており、継続登録のためには、２年ごとの更新申請が必
要となる。

 登録期間の２年間においても、登録の有効期限の１年前に、監査機関要求事項への遵守状況、直前の１年間
に実施した監査の実績並びにその監査を実施した業務チームの構成員の資格要件及び研修等の受講状況につい
て、 ISMAP 運用支援機関を通じてISMAP運営委員会に報告する必要がある。

登録の有効期限
及び中間報告

 ISMAP運用支援機関は、監査機関が本規則第3章に規定する要求事項を登録期間中にわたって継続的に満たし
ていることを確認するために、以下の各号に該当する場合に、制度所管省庁の監督の下、モニタリングを実施するこ
とができる。

① 中間報告の内容を受けて ISMAP 運営委員会 又は ISMAP 運用支援機関 が必要と認めた場合。
② 登録申請届出の内容を受けて ISMAP 運用支援機関が必要と認めた場合。
③ 本制度を構成する者その他外部からの苦情又は情報提供等により、要求事項への適合性に疑義が生じた

場合。
④ その他、 ISMAP 運用支援機関が必要と認めた場合。

モニタリング

出所：「ISMAP監査機関登録規則」より

出所：「ISMAP監査機関登録規則」より
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ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン
の規定事項ついて

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点9
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ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン

ISMAP監査業務の枠組みや詳細は、ISMAP情報セキュリティ監査ガイドラインに規定されて
います

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点10

ISMAP監査業務に関して、手続の実施及びその結果の報告を行うために遵守しなければならない事項を定めるものであり、
下記の第１章～第４章で構成されています

ISMAP情報セキュリティ
監査ガイドライン

第１章 総則

1.1 本ガイドラインの目的
1.2 本制度における監査業務の特質
1.3 用語の定義
1.4 本制度における監査業務に関する 業務依頼者、

業務実施者、ISMAP 運営委員会の責任

第２章 独立性

第３章 品質管理

3.1 品質管理

第４章

4.1 業務契約の締結及び更新
4.2 業務チームの編成
4.3 計画
4.4 手続の実施
4.5 他の認証・監査制度等の証拠の利用
4.6 経営者確認書
4.7 報告
4.8 調書

出所：「ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン」より
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ISMAP監査業務の特質

ISMAP監査業務は、AUPを参考として制度設計がなされています

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点11

ISMAP監査業務は、財務諸表監査や受託業務に係る内部統制の保証報告書（SOCレポート）のような保証業務ではなく、
いわゆるAUP（合意された手続業務）を参考として制度設計がなされています

ISMAP監査業務
の特質とは

 ISMAP運営委員会が行うISMAPクラウドサービスリストの登録審査において、登録審査の対象となるクラウドサービス
に関して、ISMAP管理基準に基づいた情報セキュリティに係る内部統制の整備及び運用の状況を確認するために、
クラウドサービス事業者の依頼に基づいて、監査機関が情報セキュリティ監査基準等に準拠して手続を実施し、その
結果を事実に即して報告することを目的としている。

 業務実施者が作成した実施結果報告書は、サービス登録申請書の添付資料としてクラウドサービス事業者によって
ISMAP運営委員会に提出され、ISMAPクラウドサービスリストへの登録審査を行う際に参照する資料として利用され
る 。

ISMAP監査業務

 業務実施者の報告は、手続実施結果を事実に即して報告するのみにとどまり、手続実施結果から導かれる結論の
報告も、保証も提供しない。

 結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手することを目的とはしておらず、保証業務とはその性質を異にするもの
である。

 業務実施者は、本制度における監査業務において、重要性の概念の適用やリスク評価に基づく手続の決定は行
わない。

 業務実施者の報告に基づき実施結果報告書の利用者が不適切な結論を導くリスクの評価は行わず、実施した手
続や入手した証拠の十分性についても評価しない 。

ISMAP監査業務の特質

出所：「ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン」より

出所：「ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン」より
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ISMAP監査業務と保証業務の違い

ISMAP監査業務は、保証業務ではありません

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点12

出所：「ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン」より

【保証業務（SOCレポート、財務諸表監査等）】

ISMAP監査業務は、第三者が評価するという点で保証業務と類似しているところはありますが、以下の点を含めて、様々な
点で保証業務とは異なります。

⇒ISMAP監査業務の「実施結果報告書」の開示先が、業務依頼者、制度所管省庁 ISMAP 運営委員会及び ISMAP 運用
支援機関のみに配布及び利用が制限されている理由の一つは、保証業務との混同利用を避けるためです。

保証業務と
ISMAP監査業務

の違い

 業務実施者の報告は、手続実施結果を事実に即して報告す
るのみにとどまり、手続実施結果から導かれる結論の報告も、
保証も提供しない。

 結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手することを目的
とはしておらず、保証業務とはその性質を異にするものである。

 業務実施者は、本制度における監査業務において、重要性の
概念の適用やリスク評価に基づく手続の決定は行わない。

 主題情報（SOCレポート：受託業務に係る内部統制、財務
諸表監査：財務諸表）の適正性に対して、監査人自ら意見
表明する（合理的な保証）。

 意見表明するたの合理的な基礎として、十分かつ適切な証拠
の入手が求められる。

 監査上の判断や手続の実施に際して、重要性の概念が適用
され、リスク評価結果に基づきリスク対応手続を決定する（リ
スク・アプローチ）。

【ISMAP監査業務】
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ISMAP情報セキュリティ監査ガイドラインにおける独立性・品質管理

業務品質確保のために、独立性や品質管理に関するルールが定められています

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点13

ISMAP監査業務の品質を確保するうえで、独立性の確保や品質管理に関するルールを遵守することは監査機関に取っての
最重要事項であり、下記のように厳格な内容が定められています

独立性
品質管理

 業務実施者は、情報セキュリティ監査基準に定める独立性、客観性及び職業倫理に関する要求事項を遵守する
必要がある。

 監査機関は、外観上の独立性に関して、クラウドサービス事業者と資本関係や、利益相反が生じる関係を有しては
ならない。

 監査機関が監査先のCSPのコントロールに関して助言を与えることや、文書類を作成することはコンサルティング活動
とみなされ独立性に抵触することから実施することができない。

独立性

 監査機関は、下記の品質管理要件に準拠し、本制度における監査業務の全体的な品質確保に責任を負う。
 品質管理者による品質管理
 品質管理マニュアルに基づく品質の確保
 品質の維持・向上に関する手続等の導入状況

• 業務従事者以外の者による監査計画及び実施結果報告書のレビュー
• 業務従事者に対する品質確保に資する教育又は研修等の実施又は受講させていること

（業務執行責任者及び業務実施責任者：年間20時間以上、業務実施者：年間5時間以上）
• 業務依頼者の情報を保護するための手続の整備運用、監査の実施

品質管理

出所：「ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン」より

出所：「ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン」、「ISMAPポータルサイト：FAQ」より
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ISMAP標準監査手続とは

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点14
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ISMAP標準監査手続の構成

ISMAP監査業務は、予め定められたISMAP標準監査手続に則って手続を実施することが
求められています

（監査機関の）業務実施者がISMAPにおける情報セキュリティ監査業務を実施する際に遵守すべき標準的な手続を定めたもの
⇒  2つの目的 : ① 業務実施者の恣意的な判断や能力の違いによる手続の品質のぶれを防止すること

② ISMAP運営委員会が求めるリスク対応の水準を確保すること

＜個別管理策＞

クラウドサービス事業者が、自身の選択した詳細管理策の
それぞれに対して、自身のクラウドサービスにおいて具体的に
設計した個々の統制

「設備・建物等」

「根拠となる設定（パラメータ、ステータス、コマ ンド
等）」

「根拠となる文書・記録等② サンプルテストを実施するも
の（申請 書、承認記録、システムログ、台帳等）」

「根拠となる文書・記録等① サンプルテストを実施しな
いもの （設計書、仕様書等）」

「規程、手順書等」

質問：関係者に対して口頭又は文書で問い合
わせ、説明や回答を求める監査技法。質問は、
質問以外の監査技法と組み合わせて利用される

観察：監査人自らが現場に赴き、目視によって
確かめる監査技法

閲覧：紙媒体、電子媒体又はその他の媒体に
よる記録や文書を確かめる監査技法主

た
る
監
査
対
象

＜ISMAP標準監査手続＞

出所：「ISMAP標準監査手続」より

運用状況評価におけるサンプル数

整備状況評価（時点評価）
情報セキュリティに関する
内部統制が管理基準に
沿ってデザインされ、
実際の業務に適用
（実装）されているかを
確かめるための評価

運用状況評価（期間評価）
（原則、1年間）

情報セキュリティに関する
内部統制が、手続の
対象期間にわたって
デザイン通り運用されて
いるかを確かめるための
評価

監査技法

ISMAP
標準監査手続
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統制の変更とは

統制の変更を識別した場合、監査機関には、業務依頼者の報告対応確認や手続実施
上の留意が要求されます

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点16

監査機関は、監査の過程で統制の変更が発生していることに気付いた場合、変更が重大な場合は業務依頼者（CSP）が必
要な報告を行っているかどうかを確かめると共に、変更前後の統制に対する監査手続を実施する必要があります

統制の変更

 重大な統制の変更及び当該変更につながりうる事象
 業務実施者は、業務実施の過程において、重大な統制の変更及び当該変更につながりうる事象の例示に

該当する事象が発生していることに気付いた場合には、業務依頼者がISMAP管理基準4.5.5.1の規定に従っ
て情報セキュリティリスクアセスメントを実施し、ISMAPクラウドサービス登録規則3.5(3)の規定に従ってISMAP

運営委員会に報告を行っていることを確かめる。
 重大な統制の変更及び当該変更につながりうる事象とは、具体的には、例えば、事業環境の変化、新規の

コントロールオーナー、情報システムについて新規導入または刷新された場合、急速な成⾧、新しいビジネスモデ
ル・新製品又は新しい活動、会社の事業再構築、拡大する国外事業、新しい会計の意見書、資本関係の
変化等が想定される。

 統制の変更
 業務実施者は、業務実施の過程において監査対象期間内に統制の変更が発生していたことに気付いた場

合には、 変更の前後の統制について、それぞれ手続を実施する。3.1.1に規定のとおり、本制度における監査
業務の対象期間は原則1年間とするが、監査対象期間の途中で統制の変更が発生している場合には、当
該管理策が最低3ヶ月以上の運用期間を経ていることを確認しなければならない。

統制の変更

出所：「ISMAP標準監査手続」、「ISMAPポータルサイト：FAQ」より
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発見事項とは

監査機関は発見事項を事実に即して実施結果報告書に記載する必要があります

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点17

監査機関は標準監査手続に準拠した手続を実施する過程で、下記に該当する事項を発見した場合は、発見事項として実施
結果報告書に事実に即して記載する必要があります

発見事項

 発見事項とは、業務実施者が実施した手続の結果のうち、下記に該当する事項等をいう。
 整備状況の評価手続を実施した結果、内部統制に関連する規程・ルール等が存在しなかった。
 整備状況の評価手続を実施した結果、内部統制に関連する証跡が存在しなかった。
 運用状況の評価手続を実施した結果、抽出したサンプルについて内部統制の逸脱が存在した。

 なお、手続実施の結果、下記に該当する場合も、実施結果報告書の発見事項欄への記載を要する。
 手続の対象期間においてサンプルが発生していない場合。
 監査対象期間の途中で統制変更が発生している場合に、当該管理策の運用期間が3ヶ月に満たない場合。

 業務実施者は、事実に即して発見事項を報告する責任を負うが、入手した証拠の十分性及び適切性の評価は実
施しない。また、特定の事実が発見事項に該当するか否かについて、業務実施者はいかなるISMAP管理基準の要
求事項の解釈に基づく判断や、重要性に関する判断も実施しない。

 当該発見事項に関して、クラウドサービス事業者が ISMAP クラウドサービス登録規則 3.3項の規定に従って改善計画
書を作成していることを確認する。

発見事項

出所：「ISMAP標準監査手続」より
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発見事項の登録審査上の取扱い

登録審査上、管理策基準の発見事項は軽微であるかどうかがポイントになります

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点18

 ISMAP運用支援機関は 、受理した申請文書について 、以下（一部抜粋）について技術的審査を行い、 各項目
の確認状況及び登録の是非に関する ISMAP運用支援機関の見解について、ISMAP運営委員会に報告する 。

 ガバナンス基準及びマネジメント基準の発見事項が存在しないこと 。
 管理策基準の発見事項が存在する場合、当該発見事項が軽微であること。軽微であることの要件の一つと

して、当該発見事項に係る統制が実施結果報告書の日付から２ヶ月以内に改善することが示された改善
計画書が存在すること。

発見事項の登録審査上の
取扱い

 発見事項が軽微であると見なすためには、当該発見事項が以下の全ての要件を満たしていることが求められる。
 当該発見事項に係る統制が実施結果報告書の日付から2ヶ月以内に改善することが見込まれること。
 当該発見事項が統制に重要な影響を与えるものではないこと。
 継続的あるいは反復的に発生しているものではないこと。

 具体的な事例として、例えば、文書上の誤記や改訂漏れ等の形式的な不備の単発的な発生等が想定される。

発見事項が軽微であること
の要件

出所：「ISMAP標準監査手続」より

出所：「ISMAPポータルサイト：FAQ」より
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アップデートテストとは

アップデートテストの採用により、効率的に監査を実施できる可能性があります

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点19

主要な監査手続の前倒しにより、ISMAP監査業務を効率的に実施できる可能性があります

（アップデートテストの実施には、ISMAP運用支援機関への事前相談が必要です）
アップデート
テスト

年間発生件数：60件（構成項目数53～250） → サンプル数：6件

年間発生件数（見積）：60件（構成項目数53～250） → サンプル数：6件

サンプル抽出期間：1年間

サンプル数：1件

3か月
アップデートテスト対象期間

 原則的なサンプル抽出

 アップデートテストによるサンプル抽出

 アップデートテスト採用時の留意事項
• サンプル抽出期間において、必要なサンプル数を確保できること
• アップデートテスト対象期間において、統制に変更が無いかを確認するために、質問及びサンプル抽出（1件）を行う
• 監査対象期間経過後、母集団の構成項目数を確認し、抽出したサンプル数に不足があれば、アップデートテストを行わず、原

則的なサンプル抽出を行う

サンプル抽出期間：9か月

出所：「ISMAP標準監査手続」より
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統制の同質性について

統制の同質性が説明できれば、効率的なサンプル抽出が可能になります

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点20

ある管理策について、システム設定やアカウント利用状況、データセンター等が複数存在する場合、業務依頼者（CSP）が統制
が同質であることを説明できれば、母集団を同一のものとして取り扱うことができ、抽出サンプル数を減少させることが出来ます

統制の同質性

 言明の対象となる管理策において以下の全ての特性を満たし、かつ、言明書で示したリージョンの範囲にある場合に
は、同一の母集団として評価を行うことが可能である。なお、以下の全ての特性を満たすことについては業務依頼者
が責任を有する。

① ガバナンス基準・マネジメント基準の内容が同一である 。
② 規程・手順が同一である 。
③ 管理策の内容が同一である 。
④ 管理する仕組みが同一である 。
⑤ 管理策を実施する個人に提供されるトレーニングが共通である等、管理策を実行する個人の能力が一貫し

たレベルである 。

統制の同質性と
母集団の設定

 例示：ユーザアクセス権限付与（OS/DBMS）の場合
（サーバ1台、OS/DBMSそれぞれ年間発生件数250件と想定）

 OS/DBMSの各統制が同質でない場合 OS/DBMSの各統制が同質な場合

母集団250件
サンプル25件

母集団250件
サンプル25件

母集団：500件
サンプル数：50件

母集団250件 母集団250件

母集団：500件
サンプル数：25件

OS DBMSOS DBMS

出所：「ISMAP標準監査手続」より
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他の認証・監査制度等の利用について

他の認証・監査制度等の証拠利用により、効率的に監査を実施できる可能性があります

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点21

他の認証・監査制度等における母集団情報や、母集団からの抽出サンプルについて、業務実施者（監査機関）が適切とみな
す場合は、ISMAP業務でも利用可能となり、効率的にISMAP監査業務を実施できる可能性があります

他の認証・監査制
度等の利用

 業務実施者は、標準監査手続に準拠して 自ら手続を実施する。そのため、他の認証・監査制度や内部監査等の
実施結果あるいはその報告書をそのまま利用することは原則認められない。

 ただし、業務実施者が標準監査手続を実施する際に適切とみなす場合には、他の認証・監査制度や内部監査等
において収集された証拠を利用することは可能である。

他の認証・監査制度
の利用

 他の認証・監査制度等の証拠利用の考え方

 他の認証・監査制度等において収集された母集団の利用は可能。
 他の認証・監査制度等において収集されたサンプルが無作為抽出されたことをISMAP監査機関が判断できる場合は、

当該サンプルの利用は可能。
 上記の考え方は、他の認証・監査制度等の監査機関とISMAP監査機関が同一であっても、異なっていても同様。

 他の認証・監査制度等の証拠を利用する場合の留意点

 ISMAP監査業務と他の認証・監査制度等との、運用評価対象期間の整合性

出所：「ISMAP標準監査手続」より
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ISMAP監査対応の流れ（例）

監査機関側から見たISMAP情報セキュリティ監査の概要と監査対応上の留意点22
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クラウドサービス事業者によるISMAPの初回登録までに想定される流れと対応事項

ISMAPの初回登録に向けては、自社のISMAP管理基準への
準拠状況を適切に把握したうえで、十分な準備期間を確保する必要があります

事前検討 ISMAP運営委員会
による登録審査

約8か月～1年程度（各クラウドサービス事業者の状況によります） 約4～8ヶ月

登録の
決定

登録
申請

ISMAPにおける
情報セキュリティ監査準備

 ISMAP制度の理解
 参入の意思決定
 ISMAP管理基準の準拠状況の

確認

（以下は、必要に応じて）
 統制の追加（規程・管理ルール

策定、運用徹底、機能実装
等）

 その他課題対応

 ISMAP管理基準に照らして自社内
部統制の識別

 関連証跡の収集・確認
 言明書、登録申請書等の作成

（以下は、必要に応じて）
 検出された課題（発見事項等）

への対応

 ISMAPにおける情報セキュ
リティ監査対応（質問、
証跡提出、観察、各種
調整等の監査対応）

 経営者確認書の提出、
及び実施結果報告書の
受領

 登録申請
に必要な
文書の提
出

ISMAP
クラウド
サービス
リスト

（一般公開）

 申請受理から最
大6か月以内に
登録の是非を判
断

 ISMAP運用支援
機関からの照会
対応
（提出書類に
関する質問対
応）

言明書 登録
申請書

実施
結果
報告書

 監査実務対応上の留意点

 CSPの状況にもよるが、事前検討から初回登録の決定までには、1年以上の期間を必要とする場合も多く、特に内部リソースに関して、
十分かつ⾧期間の要員確保が必要となる。

 ISMAP管理基準に照らした自社内部統制の識別については、ISMAP管理基準マニュアル、ISMAPポータルサイトFAQ及び参照元の基
準（JIS規格、統一基準、SP800-53rev4等）を参考に、ISMAP管理基準の趣旨を正確に理解しておくことが肝要。特に、B,PBの必須
4桁管理策については、自社開発が必要となる場合もあり、事前検討段階から早めに対応しておくことが必要となる。
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